
生ごみを焼却していた場合の処理費

　＠25,810円（逗子市処理単価）　×　1,393ｔ

生ごみを焼却していた場合の運搬費 10,264

　 合  計 46,217 （A） 　

　 生ごみ資源化処理費

（光熱水費等施設運営経費、人件費）

逗子市からの負担金（想定）額
　(B) ×54.94％（負担割合）

財政効果額

(A)-(B)+(C)

〇

〇

●可燃ごみ＋生ごみ排出量

　　令和６年度　　 3,651 t （E）

令和７年度 3,156 t （F)

削減量 495 t

うち可燃ごみ削減量
可燃ごみの組成割合（55.9％）で計算

277 t (G)

財政効果
@25,810円（逗子市処理単価）×277ｔ

〇

財政効果額
（生ごみ資源化分＋ごみ量削減分）

31,744

（単位：千円）
令和７年度生ごみ資源化・減量化による財政効果

24,595  (D)

35,953

1　生ごみ資源化による財政効果

２　ごみ量削減による財政効果

●令和７年度　葉山町生ごみ処理費（実績）

（B）
1,767千円増額
(A)と(B)の比較

●令和７年度　葉山町の生ごみを逗子市で焼却していた場合の経費

47,984

 (E)-(F)

(H)

26,362 （C）

(D)+(H)

　令和７年度は、逗子市の生ごみ分別・資源化が開始されず、資源化処理費（施設運営費
等）を葉山町単独で負担したため1,767千円の増額となった。
(A)と(B)の比較

　生ごみ資源化処理施設が稼働した令和７年８月から逗子市の生ごみ処理を開始していた
場合は、(C)26,362千円の負担金歳入が見込めたため、(D)24,595千円の財政効果が得られ
たこととなる。

　令和７年３月から葉山町において生ごみの分別収集を開始したことに伴い、可燃ごみの
排出量が277t（推計）削減された。これにより、逗子市における焼却処理に係る経費に対
する負担額が7,149千円削減されたこととなる。

7,149
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